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訓子府町財務書類（統一的な基準）について

①財務書類作成の目的

②財務書類の作成条件

一般会計

全体会計

特別会計…国民健康保険特別会計

　　 　　後期高齢者医療特別会計
連結会計 　　介護保険事業特別会計

　　下水道事業特別会計

一部事務組合ほか…水道事業会計、北見地区消防組合
　　　　 　　北海道市町村備荒資金組合、北海道後期高齢

　　者医療広域連合等

　これまでの市町村の会計は「現金主義会計」と呼ばれ、現金の収入と支出の記録
に重点を置いたものとなっておりますが、単純な現金の動きだけでは資産や債務の
増減の把握ができないため、民間企業で用いられている「発生主義会計」や「複式簿
記」という考え方に基づき、財務書類４表による決算資料の作成が求められていま
す。

　訓子府町では平成２１年度決算から国で示していた「基準モデル」を採用し、財務
書類を作成しておりましたが、新たに国から「今後の新地方公会計の推進に関する
研究報告書（平成２６年総務省）」により、統一的な基準による財務書類等の作成要
請があったことから、平成２７年度決算からこの統一的な基準で財務書類を作成す
ることとしました。

　訓子府町の財政は、基本となる「一般会計」と、法律や条例で定められている事業
の目的や合理性から会計を別にした「特別会計」からなっています。また、訓子府町
単独では実施することが難しい事業については、他の自治体と一部事務組合などを
つくり事業を実施しています。

　財務書類の作成にあっては、「一般会計」と「全体会計（一般会計と特別会計）及び
「連結会計（全体会計と一部事務組合など）」で財務４表を作成しています。

　作成基準日は会計年度最終日３月３１日とし、出納整理期間中の収支についても
当該基準日に含めて取り扱うこととします。



③財務書類４表の種類

（１）貸借対照表（バランスシート）

・負債…町債や退職手当引当金など将来世代の負担となるもの。

・純資産…過去の世代や国・道が負担した将来返済の必要がない財産

「資産」＝「負債」＋「純資産」となります。

※貸借対照表の内容

（２）行政コスト計算書

　　

　ⅰ）経常費用　　

など行政サービスに要する経費。減価償却費や賞与引当金など現

金支出を伴わない費用も含まれています。

　ⅱ）経常収益　 使用料や手数料など行政サービスの対価となった収入

　ⅲ）臨時損失 資産売却に係る損失や災害復旧費など臨時的費用

　ⅳ）臨時利益 資産売却に係る利益など臨時的な収入

　ⅴ）純行政コスト 経常費用と臨時損失の合計と経常収益と臨時利益の合計との差引

※行政コスト計算書の内容

　貸借対照表は、資産の状況とその資産を形成するための財源がどのように調達され
たのかを明らかにします。表の左側（借方）に町が保有している土地や建物などの資
産を掲載し、右側（貸方）にその資産を形成することによって将来の世代が負担する負
債と、その下段に今までの世代が既に負担している純資産が会計年度の最終日にお
いてどの位あるのかが示されています。

・資産…土地、建物、道路など将来の世代に引継ぐ社会資本や、資金や基金・出資
金・貸付金。

借方 貸方

資産
負債

純資産

　行政コスト計算書は、４月１日から翌年３月３１日までの１年間の行政活動のうち、福
祉サービスやごみの収集といった資産形成につながらない行政サービスに係る経費
とその行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比させた計算書です。

　行政コスト計算書は、企業会計でいう「損益計算書」にあたるものですが、地方公共
団体では損益を考慮する必要がないため、町民のみなさんに提供する行政サービス
の費用がどの程度であるかを示す計算書となります。

　下で示す経常費用と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を差し引いた
ものが純行政コストになります。

人件費（職員給与や議員報酬など）、物件費（消耗品、燃料費など）

借方 貸方

経常費用 計上収益

臨時損失 臨時利益

純行政コスト



（３）純資産変動計算書

　ⅰ）純行政コスト

　　　行政コスト計算書の純行政コストと一致。

　ⅱ）財源

　　　財源をどのような収入（税、地方交付税、国・道支出金など）で受けたかを示す。

　ⅲ）固定資産等の変動（内部変動）

　　　財源を将来世代も利用可能な固定資産、貸付金や基金などにどの程度使ったか

　　　を示す。

　ⅳ）資産評価差額の変動

　　　当該年度に発生した固定資産や金融資産の評価益や評価損を示す。

　ⅴ）無償所管換等

　　　無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額などを示す。

（４）資金収支計算書

　ⅰ）業務活動収支
　　　行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出される収支額。
　ⅱ）投資活動収支
　　　土地、建物、道路などの社会資本や基金・貸付金などの収支額。
　ⅲ）財務活動収支
　　　町債などの収支額。

　１年間の資金の増減を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分し残高
を表示したもので、どのような活動に資金が必要であったかを示したものです。

　純資産変動計算書は、純資産（過去の世代や国・道が負担した将来返済しなくてよ
い財産）が年度中にどのように増減したかを表示したものです。純資産の減少は、現
役世代が将来世代にとって利用可能であった資源を費消して便益を享受する一方で、
将来世代にその分の負担が先送りされたことを意味します。逆に純資産の増加は、現
役世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味し、将
来世代の負担は軽減されたことになります。



自治体名：訓子府町 年度：平成28年度

会計：一般会計   

貸借対照表(BS) （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 17,593,188,950   固定負債 5,040,563,311

    有形固定資産 15,024,283,846     地方債 4,128,045,311

      事業用資産 7,956,751,726     長期未払金 0

        土地 1,518,162,757     退職手当引当金 912,518,000

        立木竹 1,541,376,119     損失補償等引当金 0

        建物 11,259,506,258     その他 0

        建物減価償却累計額 -6,402,472,124   流動負債 993,181,030

        工作物 318,339,610     １年内償還予定地方債 923,132,382

        工作物減価償却累計額 -278,160,894     未払金 0

        船舶 0     未払費用 0

        船舶減価償却累計額 0     前受金 0

        浮標等 0     前受収益 0

        浮標等減価償却累計額 0     賞与等引当金 54,683,000

        航空機 0     預り金 15,365,648

        航空機減価償却累計額 0     その他 0

        その他 0 負債合計 6,033,744,341

        その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

        建設仮勘定 0   固定資産等形成分 19,343,500,593

      インフラ資産 7,004,848,142   余剰分（不足分） -5,768,574,014

        土地 4,960

        建物 304,420,000

        建物減価償却累計額 -193,480,920

        工作物 16,307,651,852

        工作物減価償却累計額 -9,413,747,750

        その他 0

        その他減価償却累計額 0

        建設仮勘定 0

      物品 598,161,716

      物品減価償却累計額 -535,477,738

    無形固定資産 15,475,104

      ソフトウェア 15,475,104

      その他 0

    投資その他の資産 2,553,430,000

      投資及び出資金 17,674,000

        有価証券 1,000,000

        出資金 16,674,000

        その他 0

      投資損失引当金 0

      長期延滞債権 0

      長期貸付金 27,561,000

      基金 2,508,195,000

        減債基金 562,816,000

        その他 1,945,379,000

      その他 0

      徴収不能引当金 0

  流動資産 2,015,481,970

    現金預金 224,656,778

    未収金 44,002,549

平成２８年度一般会計　貸借対照表



    短期貸付金 0

    基金 1,750,311,643

      財政調整基金 1,750,311,643

      減債基金 0

    棚卸資産 0

    その他 0

    徴収不能引当金 -3,489,000 純資産合計 13,574,926,579

資産合計 19,608,670,920 負債及び純資産合計 19,608,670,920

一般会計貸借対照表の概要

　訓子府町がこれまでに形成してきた資産は、196億867万円となっています。

　負債の割合は、地方債（町債）が全体の68.4％を占めております。

　そのうち、純資産は135億7,492万円（69.2％）については、過去の世代や国・道の負担で既に支払
いが済んでいるもので、負債である60億3,374万円（30.8％）については将来の世代が負担していく
こととなります。資産が負債の3.3倍あることから、町の財政の健全性は確保されていると言えます。

　資産の割合は、土地・建物などの事業用資産が40.6％、道路や河川などのインフラ資産が35.7％
となっております。

　今後は、老朽化施設の建替え、大規模改修などが予想され負債の増加が見込まれます。将来世
代への負担の先送りを避け世代間負担の公平性を重視した町政運営を行っていく必要がありま
す。



自治体名：訓子府町 年度：平成28年度

会計：一般会計   

行政コスト計算書(PL) （単位：円）

一般会計行政コスト計算書の概要

純行政コスト 4,036,184,204

  臨時利益 0

    資産売却益 0

    その他 0

    投資損失引当金繰入額 0

    損失補償等引当金繰入額 0

    その他 0

  臨時損失 32,971,430

    災害復旧事業費 32,971,420

    資産除売却損 10

    使用料及び手数料 158,715,551

    その他 130,319,404

純経常行政コスト 4,003,212,774

      他会計への繰出金 221,200,033

      その他 8,058,416

  経常収益 289,034,955

    移転費用 1,563,125,139

      補助金等 1,059,450,851

      社会保障給付 274,415,839

        支払利息 38,397,488

        徴収不能引当金繰入額 1,760,000

        その他 20,252,168

        減価償却費 630,501,087

        その他 3,002,130

      その他の業務費用 60,409,656

      物件費等 1,711,625,973

        物件費 936,713,708

        維持補修費 141,409,048

        賞与等引当金繰入額 2,453,000

        退職手当引当金繰入額 40,991,000

        その他 203,040,510

    業務費用 2,729,122,590

      人件費 957,086,961

        職員給与費 710,602,451

平成２８年度一般会計行政コスト計算書

科目名 金額

  経常費用 4,292,247,729

　平成28年度の経常費用の合計額は42億9,224万円で、使用料、手数料からなる
経常収益の合計額は2億8,903万円となっています。

　差引きとなる純行政コスト40億3,618万円は町税や地方交付税などの財源で
賄っています。

　純行政コストを平成28年度末人口5,141人で割り返し住民一人当たりに換算する
と79万円となります。

　経常費用の内容で、割合の大きいものは物品購入や燃料・光熱水費などの物
件費で全体の39.9％を占めます。次に各種団体に対する補助金、負担金で構成さ
れる移転費用で、36.4％を占めます。以下、人件費の22.2％となっています。

　今後は建物の老朽化による修繕料や少子高齢化に伴う社会保障費の増加が見
込まれます。



自治体名：訓子府町 年度：平成28年度

会計：一般会計   

純資産変動計算書(NW) （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 13,887,200,180 19,025,044,283 -5,137,844,103

  純行政コスト（△） -4,036,184,204 -4,036,184,204

  財源 3,720,610,820 3,720,610,820

    税収等 3,000,619,664 3,000,619,664

    国県等補助金 719,991,156 719,991,156

  本年度差額 -315,573,384 -315,573,384

  固定資産等の変動（内部変動） 0 0

    有形固定資産等の増加 0 0

    有形固定資産等の減少 0 0

    貸付金・基金等の増加 0 0

    貸付金・基金等の減少 0 0

  資産評価差額 3,299,783 3,299,783

  無償所管換等 0 0

  その他 0 0 0

  本年度純資産変動額 -312,273,601 3,299,783 -315,573,384

本年度末純資産残高 13,574,926,579 19,028,344,066 -5,453,417,487

一般会計純資産変動計算書の概要

平成２８年度一般会計　純資産変動計算書

　平成28年度末の純資産は135億7,493万円で住民一人当たりに換算すると264万円となっていま
す。

　今後は、老朽化施設の維持補修費等の増加や施設更新などにより行政コストの増加が考えられる
ことから、資産維持を考慮した計画的な行政運営を検討していく必要があります。



自治体名：訓子府町 年度：平成28年度

会計：一般会計   

資金収支計算書(CF) （単位：円）

    地方債発行収入 521,090,000

    その他の収入 0

本年度末資金残高 209,291,130

財務活動収支 40,768,825

本年度資金収支額 -6,011,063

前年度末資金残高 215,302,193

    地方債償還支出 480,321,175

    その他の支出 0

  財務活動収入 521,090,000

投資活動収支 -406,133,202

【財務活動収支】

  財務活動支出 480,321,175

    貸付金元金回収収入 31,507,783

    資産売却収入 0

    その他の収入 0

  投資活動収入 486,449,783

    国県等補助金収入 0

    基金取崩収入 454,942,000

    投資及び出資金支出 0

    貸付金支出 31,500,000

    その他の支出 0

  投資活動支出 892,582,985

    公共施設等整備費支出 264,455,342

    基金積立金支出 596,627,643

  臨時収入 0

業務活動収支 359,353,314

【投資活動収支】

  臨時支出 32,971,420

    災害復旧事業費支出 32,971,420

    その他の支出 0

    国県等補助金収入 719,991,156

    使用料及び手数料収入 158,127,937

    その他の収入 130,540,499

      その他の支出 8,058,416

  業務収入 4,008,867,376

    税収等収入 3,000,207,784

      補助金等支出 1,059,450,851

      社会保障給付支出 274,415,839

      他会計への繰出支出 221,200,033

      支払利息支出 38,397,488

      その他の支出 0

    移転費用支出 1,563,125,139

平成２８年度一般会計　資金収支計算書

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 3,616,542,642

    業務費用支出 2,053,417,503

      人件費支出 913,642,961

      物件費等支出 1,101,377,054



一般会計資金収支計算書の概要

　毎年度継続的に実施される行政サービスの収入・支出による業務活動収支は3
億5,935万円の余剰となり、資産形成のための投資活動収支は△4億613万円と不
足になったため、前年度末資金残高を加えた基礎的財政収支（プライマリーバラ
ンス）は△838万円となっています。

　業務活動収支はプラス数値を示していることから、比較的堅調な行政運営を
行っていると言えます。また、投資的活動収支がマイナスとなっているのは、基金
の積み立てを積極的に実施していることが要因です。

　住民一人当たりに換算すると、業務活動収支が70万円の余剰、投資活動収支
が79万円の不足、財務活動収支が8千円の余剰、本年度末資金残高4万円となっ
ています。



自治体名：訓子府町

会計：一般会計 （単位：円）

平成28年度 平成27年度(参考）

住民一人当たり資産額 3,891,381 3,810,356

歳入額対資産比率 4.16 3.88

資産老朽化比率 58.4％ 57.1％

純資産比率 69.2％ 70.0％

社会資本等形成の世代間負担比率
（将来世代負担比率）

33.8％ 32.7％

住民一人当たり負債額 1,197,409 1,143,331

基礎的財政収支（プライマリーバランス） -8,382,400 76,686,456

債務償還可能年数 12.87 4.36

効率性 住民一人当たり行政コスト 794,446 691,367

行政コスト対税収等比率 107.6％ 86.4％

経常収支比率（参考値） 75.9％ 78.0％

受益者負担の割合 6.7％ 7.5％

財政力指数（参考値） 0.21 0.21

実質赤字比率 0.0％ 0.0％

連結実質赤字比率 0.0％ 0.0％

実質公債費比率 7.2％ 7.8％

将来負担比率 0.0％ 0.0％

自律性

健全化判断比率
（参考値）

平成28年度財政指標一覧

指標

資産形成度

世代間公平性

持続可能性

弾力性


